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新中央航空株式会社所属セスナ式１７２Ｐ型ＪＡ３９８９の 

航空事故に係る勧告について 

 

本事故において、事故機は、山岳地帯を有視界飛行方式で飛行中、雲中飛行

となったものと考えられ、地表を視認して自機の位置及び周囲の状況を把握す

ることが困難となり、山頂付近に近づいて衝突したものと考えられる。 

山頂付近に近づいて衝突したことについては、視界を失って衝突を回避でき

なかった、機体着氷により高度の維持ができなくなったかもしくは失速した、

または強い乱気流に遭遇した可能性が考えられる。また、同機が雲中飛行とな

ったことについては、出発前の山岳地帯の気象予測が不十分であったこと及び

飛行中の引き返しの決断が遅れたことによるものと考えられる。 

 

本事故調査の結果を踏まえ、運輸安全委員会は、国土交通大臣に対して、運

輸安全委員会設置法第２６条の規定に基づき、航空事故防止及び航空事故が発

生した場合における被害の軽減のため以下の施策を講じるよう勧告する。 

 

 (1) 操縦士に対し、着氷気象状態での飛行が認められていない航空機にとっ

て着氷は極めて危険であり着氷気象状態での飛行は絶対に避けなければな

らないことを周知すること。 

 (2) 小型機の操縦士に対して、シートベルト及びショルダーハーネスの着用

を励行するとともに同乗者にシートベルト等の着用を求めるよう指導する

こと。 

 (3) 小型航空機の使用者に対しＥＬＴの適正な取付・運用方法等に関する情

報を提供すること。 

 (4) 捜索救難に係る関係省庁担当者会議等の場で、関係機関に対し、捜索救

難活動中の捜索救難機による捜索救難周波数の聴取が的確に行われるよう

要請すること。 


